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１・　はじめに
　本稿では，数理計画法解法プログラムGAMSを利用した応用一般均衡
分析の練習として, age 3 モデル（小平（2002ｃ））を以下の２点について拡
張したモデルの構築を試みる。
　第１に，モデルに政府を導入する。ただし，この政府の機能は，所得税
と消費税を課税し税収を得ることと，それらの税収を政府消費と家計への
移転に支出することに限定される。政府の税収と支出の差（プラスまたは
マイナス）は政府貯蓄となる。
　第２に，失業の可能性を導入する。前稿（小平（2002ｃ））のage 3 モデル
では，労働について企業固有の市場が成立する場合を取り上げ，固定され
た労働供給が完全雇用されるときに労働の要素価格（賃金率）は企業毎に
異なるという意昧での要素価格の歪みの可能性を検討した1）。本稿では，
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労働については，労働市場が企業毎に成立しており，企業別の実質賃金率
が固定されていて失業が発生する場合と，企業間の移動が自由であり，賃
金率が伸縮的で完全雇用が実現する場合を取り上げる。資本については，
資本質賃率が伸縮的であり完全雇用が実現することを想定するが，経済全
体で１つの資本市場が成立しており資本が企業間を自由に移動できる場合
と，資本市場が企業毎に成立しており資本は企業間を移動できない場合を
検討する。
　本稿のモデルは，中間役人を考慮したage 2モデル(小平(2002b)),資
本市場と企業固有の生産要素を取り入れたage 3 モデルに続く，基本モデ
ル(age 1 モデル，小平(2002ａ))の拡張であり, age 4 モデルと呼ばれる。
2.モデルの定式化
2.1　政府および税の取扱い
　政府Ｇθｙは所得税と消費税を課税し税収を得る。所得税は家計所得
ｙ越に課税される。ここで，家計所得は家計h (h=ＨＡ，　ＨＢ)の要素所得
抒j(f＝Ｋ，　Ｌ)と政府ＧＯＹから家計ｈへの移転ら,ｒの２つから構成さ
れる。所得税率り悩は家計によって異なる可能性があるが，固定されてい
る。家計は税引き後の可処分所得(1－りり,)ＹＨ,の一定割合1－ｍｐｓｕを
消費に充て，一定割合ｍｐｓｈを貯蓄する。すなわち，貯蓄性向ｍｐｓｕは可
処分所得に対する貯蓄の割合として定義される。
　消費税は，生産者価格の固定割合として商品に課税される。消費税率
匈パｃ＝ＣＡ，　ＣＢ)は商品毎に異なる可能性があるが，固定されている。商品
の供給者(売り手，このモデルでは企業)が受け取る価格をPX,,需要者(買
い手，このモデルでは家計h=HA, HBや政府ＧＯＶ)が支払う価格を瓦と表
すと。
　　　　　　瓦゜(1＋匈ｃ)7)恥
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が成立する。すなわち，消費税課税は，生産者価格ＰＸ．と消費者価格
鳥の間に楔を打ち込む（両者を乖離させる）。
　政府は，税収を政府消費と家計への移転に支出する。政府消費は，数量
卯。が固定されており，政府は（消費税を含む）市場価格で購入する。政
府からの家計/いこ対する移転trh,ｇｏｖは消費者価格指数ＣＰＩにスライドし
ている。政府の税収と支出の差は政府貯蓄と定義される。したがって，税
収は政府支出と政府貯蓄の和に常に等しい。
2.2　要素市場と貯蓄一投資の取扱い
　本稿では，要素市場の取扱いをage 3 モデル（小平（2002ｃ））よりもさら
に一般化する。労働について企業固有の市場が成立する場合を想定する。
企業固有の労働市場において労働供給量が固定されているときに，完全雇
用が成立するように賃金率（労働要素価格）が調節されると，成立する賃
金率は企業毎に異なる可能性がある。
　前稿のage 3 モデルでは，この意味での要素価格の歪みを検討した。た
だし，両要素のうち，要素価格に歪みが生じるのは労働のみとし，資本に
ついては経済全体で１つの市場が成立する場合を想定し，企業間の移動は
自由であるとして，両企業を通じて同一の賃貸率（資本要素価格）が成立
するものと考えた。なお，両要素とも固定量の供給（与件）は全て雇用さ
れるという完全雇用の前提は，ａｇe3モデルにおいても維持された。
　本稿では，労働市場において失業が発生する場合を取り上げる。すなわ
ち，労働市場が企業毎に成立している場合を想定し，企業別の実質賃金率
が固定されているために，労働供給と需要が一致せずに失業が生じる可能
性を検討する。併せて，経済全体で１つの労働市場が成立しており，労働
は企業間を自由に移動できる場合も想定して，賃金率が伸縮的に調節され
完全雇用が実現する可能性も検討する。
　資本については，資木賃賃率が伸縮的であり常に完全雇用が実現するこ
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とを想定するが，経済全体で１つの資本市場が成立しており資本は企業間
を自由に移動できる場合と，資本市場が企業別が成立しており資本は企業
間を移動できない場合を検討する。
　貯蓄一投資の取扱いについては，前稿(小平(2002ｃ))で検討したように，
(1)総貯蓄額が先に与えられ，それに見合うように総投資額が決定されると
考える貯蓄主導型と，(2)総投資額が先に与えられ，それに見合うように総
貯蓄額が決定されると考える投資主導型という２種類の考え方がある。
　貯蓄一投資の取扱い，資本市場の取扱い，労働市場の取扱いに関する仮
定の組み合わせによって, age4モデルには表１のように合計８通りのモ
デル類型が成立する。本稿では，これらの８通りのモデル類型について仮
設均衡を求める。
　　　　　　　　表l　age 4 モデル類型と仮定の組み合わせ
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2｡3　均衡条件
　以上のモデル拡張によって均衡条件として新たに追加される方程式はな
い。しかし，政府の収入と支出を定義するための新しい方程式が必要とさ
れる。同時に，政府移転は１つの新たな所得源となるので家計所得や，家
計所得には所得税課税により税込みの粗所得と可処分所得の区別が生まれ
るので家計消費や家計貯蓄の方程式に修正が加えられる。また，財市場の
バランス条件（複数）には政府消費が，貯蓄一投資バランス条件には政府
貯蓄が追加され修正される。
　このage 4 モデルは，財市場と要素市場（それぞれ複数），資本市場にお
いてバランスが成立するときに，一般均衡が成立する。モデルを閉じるた
めに，ここでもage 3 モデルと同様に，その値がＯになるのは一般均衡が
成立する場合であり，その場合に限られるダミー変数WALRASを貯蓄－
投資バランス式に導入する。
3.モデルの方程式体系
　本稿においても, GAMSのプログラミングを容易するために，変数の
添え字を表すのに以下の集合を用いてモデルを構築する。
　新しい集合／は，経済主体全体を表す集合である。したがって，家計
を示す集合7/はノの部分集合になる(亙⊂ﾉ)。本稿のage 4 モデルで
は，２つの家計と政府がこの集合／に属する。この集合は，経済主体の間
の移転をモデル化する際に参照される。
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　本稿でも，記号表記法について，(1)内生変数を表すには大文字を使い，
パラメーター(固定値あるいは外生的な値をもつ変数を含む)を表すには小文
字を使う，また(2)数量を表す変数あるいはパラメーターをＱあるいは９
で始める，商品価格を表す場合には7)あるいはρで始める，要素価格を
表す場合にはＷあるいはｗで始めるという小平(2002ａ)の約束を引き続
き維持する。パラメーターは次の通りである。
所得税率り悩，経済主体Ｆから経済主体ｊへの移転tｒ，ｒである。移転哨j，
が含まれる方程式では，経済主体の集合７の成分Ｇθｙと家計を要素と
する部分集合77⊂/とが参照される。
　要素ｙの供給量と企業αにおける要素ｙの要素価格歪み係数は，前稿
のage 3 モデルではパラメーターであったが，本稿のage 4 モデルでは変
数であり・それぞれＱＦＳ.とＷＨ:)ISTj・と書かれる。なお･要素価格
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WI‰とWZ≒･要素価格歪み係数WFDISTf^,資本供給量QFKaは変数
であるが，モデル類型によっては固定値が与えられる。
（ｉ）　生産および商品ブロック
　企業αの生産関数は, Cobb-Douglas型の生産技術を想定して，
と表される．ただし･e瓦は企業“の産出量・ＱＦ徊は要素ｙの投入量
である．（1）にはage 3 モデルからの変更はない．
　要素価格の歪みを考慮するこのモデルでは，各企業が支払う要素価格は，
age 3 モデルと同様に，経済全体の平均要素価格と歪み係数の積により与
えられるから，企業αが雇用する要素ｙに対して支払う要素価格は
WFDISTf^ WFfと表される．ただし･昭e3モデルとは違い･ここでは要
素価格歪み係数は変数であるので･大文字でWFDISlふと書かれる．結
局･企業“が要素ｙに支払う報酬総額はWFDISTf^ WFパ:μ‰と表され
るが，良く知られているように, Cobb-Douglas型生産関数の場合には，
生産要素ｙへの要素報酬は生産額月ろ4パ：?/ｈの一定割合となるので，生
産要素ｙの要素（逆）需要関数は，
により与えられる。上述したように, age 3 モデルとは違い，ここでは要
素価格歪み係数は変数であることを反映して，（2）は修正されている。
　本稿の昭e4モデルにおいても，固定係数(Leontief技術）の中間投入
を引き続き想定する。中間投入係数をｉｃａ，。とすると，商品ｃに対する
企業αの中間需要ＱＩＮＴ。。は，
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と表される。商品ｃの市場生産量は，両企業の商品ｃの生産量の和とな
る。
ただし，結合生産を想定していないので，企業αの活動水準１単位当た
りの商品ｃの産出量を表すむの値はＯまたは１である。（3）と（4）には
age 3 モデルからの変更はない。
　モデルヘの消費税の導入は，買い手（需要者，このモデルでは家計や政府）
が支払う価格と商品の売り手（供給者，このモデルでは企業）が受け取る価
格の間に楔を打ち込む（両者を乖離させる）。消費税は生産者価格の固定割
合として商品に課税され，その税率は匈。である。消費者価格を瓦，生
産者価格を7）恥と表すと，
が成立する。この(5)は，このage 4 モデルにおいて追加された式である。
　企業αの価格朽昿は当該企業の産出１単位当たりの価値に等しいから，
により与えられる。一方，企業αの付加価値価格？以いよ企業価格八。
から産出１単位当たりの中間投入額ΣＰｃ ｉｃａ，＾を差し引いたものである
から，
と表される。（6）と（7）はage3 モデルと同じである。
（ｉｉ）　制度ブロック
　本稿のage 4 モデルでは，新たに政府が導入される。政府の仕事は，消
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費税とともに所得税を課税して税収を集めることと，その税収を使って政
府購入と家計への移転を行うことである。この拡張により，家計について
は，総所得の定義が要素所得と移転の和に修正され，また家計行動も総所
得から先ず所得税を納め，手許に残る可処分所得を貯蓄と今期の消費支出
に分けた上で，今期の消費支出をどちらの財にどれだけ支出するかを決定
するように修正される。
　要素所得を求めるには, age 3 モデルと同様に，その要素を雇用する企
業を区別する必要がある。企業“が支払う要素価格はWFDISTf^ W.りで
あるから･この企業の要素ｙの雇用量をＱＦ徊とすると･要素ｙの総要
素所得はΣWFDISTf^ WFパ:μ‰により与えられる。したがって，家計
　　　　　α∈Å/7が要素ｙから受け取る要素所得抒尚は･
と表される。ただし･幼り'￥は要素／の総要素所得のうち家計/に゛の分
配率である。
　家計力の総所得YH, fi,自己が保有する資本と労働に対する要素所得
と･政府からの移転ZQ,。の和として定義されるから･
と表される。 age 3 モデルとの相違は，(8)では要素価格歪み係数
WFDISlふは変数であるので･大文字で書かれていること･(9)では右辺
に政府移転tｒｈ,ｇｏｖが追加されていることである。
　(9)で与えられる家計所得ＹＨ，lこは，税率り仙の所得税が課税される
ので，可処分所得は(1－りり,)}7ちとなる。家計/zはこの可処分所得の
一定割今町吼を貯蓄し，一定割合(1-ｍｐｓｕ)を今期の消費支出に充て
る。すなわち，総消費支出額は(1一ｍｐｓ ｈ)(1一肌)ｎちとなる。さらに
ここでは, Cobb-Douglas型の効用関数を想定するので，家計は総消費支
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出額の一定割合ａａを商品ｃの購入に支出する。したがって，家計/zの
商品ｃに対する需要関数は，
により与えられる。（10）では，分子に含まれる所得が税引き後の可処分
所得となっている点が, age 3 モデルとの違いである。
　家計部門の貯蓄により投資が行われる。投資方程式は，
により与えられる。この(10)はage 3 モデルと同じである。
　モデル拡張により本稿で初めて登場する政府の経済行動を定義するため
に，新しい方程式が追加される。まず，収入ｙＧは政府所得ｙＧの定義
により与えられる。(12)の右辺第１項は所得税収入を，第２項は消費税
収入を表している。所得税は家計所得ｎちに対して税率印｡で課税され，
消費税は商品取引額PX.Qcに対して税率匈。で課税される。
　他方，政府Ｇθｙは，政府の商品需要9れへの支出7）ｅ ｑｇｃと政府か
ら家計ｈへの移転rら,ｒ’｀支出する。したが゜て･政府支出£Ｇを定義
する第２の方程式は，
と表される。（12）の右辺第１項は政府の商品需要総額である。このモデ
ルでは政府も消費税を負担すると想定しているので，生産者価格7?Ｘ。で
はなく消費者価格瓦が適用されている。第２項は家計への移転総額であ
る。
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(iii)体系制約ブロック
　要素市場のバランス条件は，
により与えられる。ただし，昭e3モデルまでとは違い，ここでは要素供
給ＱＦＳ，は変数とされており・大文字で書かれている。
　財市場のバランス条件は，モデルに政府を取り入れるという拡張により，
市場の需要側に政府需要が追加されるので，
と修正される。
　資本市場のバランス条件も，モデルの拡張によって修正される。資本市
場の需要側（投資側）はage 3 モデルと同じであるが，供給側（貯蓄側）は
所得税を納めた後の可処分所得から家計貯蓄がなされること，政府の所得
と支出の差が政府貯蓄になることを反映して，バランス条件は
と表される。ここで，（16）の左辺第２項のl恥4£瓦4Sは一般均衡において
Ｏとなるダミー変数である2）。
　モデルの連立方程式体系を閉じるには，バランス条件の中から任意の１
つ（例えば，資本市場のバランス条件）を消去することも可能であるが，そ
うする代わりに，ダミー変数を貯蓄一投資バランス式に導入して，全ての
バランス条件を明示的に考察することにする。ダミー変数氾4£瓦4Sの値
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は一般均衡でＯになる。最後に，価格正規化方程式はこれまでと同じであ
る。
　このモデルは，以上の38個の変数と38本の方程式から構成される。
4.ペンチマーク均衡データセット
　ペンチマーク均衡として，次のような社会勘定行列(表2)で与えられ
る数値例3)を考えよう。また仮設均衡として，政府需要が20パーセント
増加した場合を想定する。
　応用一般均衡分析の慣習に倣い，全ての価格についてベンチマーク均衡
値を１とする。ただし，中間投入があるため，企業αの企業価格PVA^
の初期値は１ではない4)。また，０以外の消費税率を想定すると，消費者
価格瓦と生産者価格ＰＸｅの初期値が同時に１であると想定することは
できない5)。ここでは，生産者価格ＰＸｅの初期値を１とし，商品ｃの消
費者価格瓦の初期値は１ではないものと想定する。企業価格/)竹昿は
初期生産活動価格Ｒ似と社会勘定行列ＳＡＭの生産活動列のデータより
カラブレイトされる。消費税率を求めれば，消費者価格瓦は算出できる。
想定するモデル類型に応じて，要素価格の歪みを考慮する。
　age 3 モデルのそれと比較して，表２のage 4 モデルの社会勘定行列
ＳＡＭはどのように変更されているであろうか。要素市場に関する前提が
変更されても，社会勘定行列には変更はない。雇用される労働量はage3
モデルと同じく，企業瓦4で100単位，企業月?で50単位である。
　政府の導入により社会勘定行列は拡張されて勘定項目が増え，政府
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Ｇ萌/が経済主体の１つとして，
また所得税汀ﾝぽと消費税
ＳＴＡＸという２種類の税が新た
に追加される。税の行では，所
得税が家計（家計E4とＨＢ）か
ら，消費税が商品勘定（商品Ｇ
とＣＳ）から徴収される。税の列
では，この所得（税収）が政府に
渡される。政府の列は，政府が
この収入を，政府需要（商品Ｇ
とＧの購入），家計（家計瓦4と
ＨＢ）への移転，（負の）政府貯蓄
（貯蓄一投資S-Iへの支払い）に充
てることを示している。商品勘
定の行においては，需要者達は
市場価格で商品を購入すること
と，商品勘定の列においては，
これらの支払いは税勘定と（生産
者価格で評価された産出額に基づい
て支払われる）企業勘定の間で分
けられることに注意せよ。
　政府によって雇用される労働
サービス（公務員）に対する政府
支払いは，政府消費の１つの重
要な部分であるが，表２の社会
勘定行列には明示的には表れな
い。これらの労働サービスは，
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政府勘定が購入する商品の生産活動において間接的に雇用されていると見
なされる。
5. GAMS入力ファイル
　上の２節および３節で検討したモデル体系と，４節のベンチマーク均衡
データセットに基づく一般均衡体系を,数理計画法解法プログラムGAMS
のプログラムとして表現したものが，以下のage 4 モデルの入力ファイル
（表3）である。表の左側の数字は説明のために付けた行番号であり，
GAMS入力には無関係である。 age 3 モデルと異なる箇所には，行番号
に＊（アスタリスク）を付した。この入力ファイルでは，最初にモデル・
パラメーターのカラブレイション，続いてベンチマーク均衡の再現テスト
を行い，最後に政府需要が20パーセント増加した場合の仮設均衡を求め
ている。
　本稿では，政府および税をモデルに組み込むと同時に，要素市場の扱い
についてage 3 モデル（小平（2002ｃ））の改善を試みた。これらのモデル拡
張によりGAMSコードがどのように変更されるか，入力ファイルの該当
箇所を見ていこう。
　第１のモデル拡張，政府および税の組み込みにより，政府ＧＯＶ，所得
税YTAX,消費税STAXという３つの勘定項目が新たに社会勘定行列
ＳＡＭに加えられる。そのために，集合の定義（21行以下）の中で勘定項
目を表す大城集合ＡＣの要素としてこれら３つを追加した（30行，32行，
33行）うえで，社会勘定行列を定義する(187-219行）。また，政府移転の
定義において利用するために，家計の集合Ｈを部分集合として含む経済
主体の集合エという集合(47-48行）を定義しておく。政府を組み込れた
ことにより政府支出EG (82行），政府収入ＹＧ（100行）という変数と，政
府需要qg(C) (65行）というパラメーターが，また税を導入したことに
より生産者価格ＰＸ（88行）という変数と，所得税率ty (H),消費税率
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表3　age 4 モデルの入力ファイル
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tg(C),移転ヒｒ(ェ,ｪＰ)(68-70行)というパラメーターが新たに定義さ
れる。
　このモデル拡張により，家計行動は，要素所得と政府からの移転受け取
りからなる家計所得のうち，所得税を納めた後の可処分所得について，ま
ず貯蓄か今期の消費かの振り分けを行い，さらに今期の消費支出の各商品
への振り分けという２段階の意思決定問題として定式化されることになる。
すなわち，(9)の家計所得の定義式(155行)が政府移転を含めるように修
正され，商品に対する需要は可処分所得についての需要関数(10)として
定義される(157-158行)。さらに，消費税の導入は消費者価格Ｐ(Ｃ)と生
産者価格PX(C)の間に楔を打ち込むので，両者を関係付ける式(5)が必
要となる(114行, 145行)。
　政府の導入というモデル拡張により，政府所得ＹＧの定義式(12)と政
府支出ＥＧの定義式(13)が追加される(それぞれ, 162-163行と165行)。
このモデル拡張は，財市場や資本市場のバランス条件にも影響を及ぼす。
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財市場のバランス条件（15）においては，需要側に政府需要が追加される
(171-172行）。資本市場のバランス条件（16）では，供給側（貯蓄側，右辺）
に政府貯蓄（ＹＧ-ＥＧ）が追加される(174-175行）。
　第２の拡張は，要素市場の取り扱いの改善である。 age 3 モデル（小平
（2002ｃ））では，生産要素について資本と労働を非対称的に取り扱い，要素
価格の歪みがあるのは労働の賃金率だけで，資本の賃貸率は歪みを持たな
いと想定した。しかし，aｇe3モデルを定式化する際には，企業αが雇用
する要素ｙの価格歪み係数をパラメーター吋汲鴫として定義した上で，
要素価格の歪みはないとした資本については1がiistj,^ = 1とおいていた。
したがって，どちらの（あるいは両方の）要素価格に歪みがあってもモデル
は成立するという意味で, age 3 モデルは一般的であった。本稿では，要
素価格歪み係数を変数WFDl･S7ふとして定義し直した上で（98行）,
WFDIST。＝1という制約を外して，資本市場についても要素価格の歪
みを扱えるように拡張する。この変更により，要素供給ＱFS(F) (92行）
もパラメーターから変数に変更される。
　この拡張により，（2）の要素需要関数(136-137行）と（8）の要素所得の
式(152-153行）が修正される。要素供給QFS(F)のパラメーターから変
数への変更により，要素市場のバランス条件（14）も修正される(169行）。
　352-364行の資本市場における貯蓄一投資決定の様子は，貯蓄主導型と
投資主導型の２通りの説明が可能である。貯蓄主導型(360-364行）では，
貯蓄率ｍｐｓｈが初期値に固定され，家計部門が行う貯蓄に等しい投資がな
されると想定される6）。他方，投資主導型(353-358行）では，投資調整係
数IDAJが初期値に固定され，必要な貯蓄が家計部門でなされるように
家計瓦4の貯蓄率が調節されると想定される。表３では353-358行の行
頭に＊（アスタリス列が付けられ，この部分は注釈文になっているので，
表３の入力ファイルをそのまま実行して得られる計算結果は，貯蓄主導型
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を想定した場合の結果になる。投資主導型の結果を得るには, 360-364
行を注釈文にし353-358行の＊を外して実行すればよい。
　367-386行は，要素市場のうち資本市場に関するGAMSコードである。
われわれは，資本賃貸率が伸縮的であり常に完全雇用が実現すること想定
した上で，資本市場が企業別が成立しており資本は企業間を移動できない
場合(368-376行）と，経済全体で１つの資本市場が成立しており資本は
企業間を自由に移動できる場合(378-386行）を取り上げる。 389-408行は
労働市場に関するGAMSコードであり，企業別の実質賃金率が固定され
ているために，労働供給と需要が一致せずに失業が生じる場合(390-398
行）と，賃金率が伸縮的で完全雇用が実現する場合（400-408行）を取り上
げる。
　411行以下が解法である。ここでもベンチマーク均衡BASEと仮設均
衡ＨＹＰＯ（政府需要qg(C)が20％増加する場合）の２つの均衡解を求めたい
ので，ＬＯＯＰ命令を利用する。そのために, 422-426行のＳＥＴ命令で
ＬＯＯＰを回すための添え字を，また428-455行のPARAMETERS命令で
変数を準備する。ＬＯＯＰ文は362行から403行にわたっており，途中の
366行にＳＯＬＶＥ命令がある。ＬＯＯＰ文の中の495-528行は社会勘定行列
を求めるための計算であり, 532-537行は求めた社会勘定行列がバランス
しているか（行和と列和の差がほぼＯになるかどうか）を確認するための計算
である。 542-548行のＤｪＳＰＬＡＹ命令は，べンチマーク均衡と仮設均衡
の均衡値の比較を出力する。
6.結果のまとめ
　前節の入力ファイル（表3）を数理計画法解法プログラムGAMSでコ
ンパイルし実行すると，出力ファイルが得られる。出力ファイルは長いの
でここには掲載しないが，注意すべき箇所について出力ファイルの見方を
説明しよう。
　　　　　　　　　　　　　　－216－
　出力ファイルの最初の部分は，エコープリントと呼ばれる人力ファイル
のオウム返しの出力である。エコープリントが終わると, GAMSの処理
結果が記されている。最初に注目する箇所は，ベンチマーク均衡の入力チ
ェック（入力ファイル221-228行）の処理結果である。ここでは，データ入
力(187-219行）は社会勘定行列の形でなされているが，社会勘定行列の
列和と行和は等しいという性質に注目して，列和と行和の差tdiffを計
算し(226行），これらが全てＯになるかどうかで，正しく入力されたかど
うかを判定しようとしている。入力ファイル228行の「ｔdiffを示せ」
という命令に対する出力ファイルを見ると，結果は「全てO」となってお
り正しく入力されていることが分かる。
　次に注目する箇所は，入力ファイル258-268行における企業毎の要素
価格と要素価格の歪み係数のカラブレイションと，入力ファイル273-313
行の財価格以外のパラメーターのカラブレイションの結果である（表４参
照）。ここには変数の初期値（ベンチマーク均衡値）も出力されているが，
これらの値は後で示されている再現テストの変数値と一致することが確認
される。
　貯蓄一投資について貯蓄主導型か投資主導型か(352-358行），資本は企
業間を移動可能か不可能か(367-386行），労働市場は企業別で賃金率は固
定されているか，それとも企業間を移動自由で賃金率は伸縮的か(389-408
行）指定をすれば，それぞれのモデル類型について基準均衡と仮設均衡を
求めることができる。ここでは，８通りのモデル類型について解いた。
　出力ファイルでは，入カファイル465-530行のＬＯＯＰ文の中のSOLVE
命令(469行）に対する状況報告において, SOLVER STATUS （解法プログ
ラムの状態）がNORMAL ＣＯＭＰＬＥＴｪＯＮ（正常終了）となっており, MODEL
ＳＴＡＴＵＳ（モデルの状態）がＯＰＴｪMAL (最適解を見付けて終了）となってい
ることを確認することが重要である。
　ＬＯＯＰ文の１巡目BASE (べンチマーク均衡）は，パラメータ一にベンチ
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表４　カラブレイトされたパラメーター値(age 4）
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マーク値を与えた場合の均衡値の計算，すなわち再現テストである。表５
にまとめた出力ファイルの結果を見ると，再現テストに合格していること
が分かり，モデルの定式化に成功したと判断される。２巡目ＨＹＰＯ（仮設
均衡）は，政府需要が20％増加する場合の均衡を求める。仮設均衡の均
衡値も表５にまとめた。入力ファイル465-530行の495-528行で求めた
仮設均衡の社会勘定行列は表６に示されている。
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